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◆◇◆ トピックス ◆◇◆ 

◇ 12 月 18 日に地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合を開催 

「地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合」が開催され、本会からは、副会長の

河内山・柳井市長が出席した。 

 菅・総務大臣からは、地方分権改革推進法が成立した意義は深い、改革に向けた国

と地方の連携した取り組みが重要としたほか、①明年度地方財政対策は、地方歳出の

見直しに合わせ、一般財源の総額は確保する。②頑張る地方応援プログラムは、市町

村長から意見を聞き、近々、内容を公表し、各地で意見交換を行う、③高金利政府資

金の繰り上げ償還は地方の強い要請がある、④地方の提案を踏まえ、新しい組織が安

定的に運営できるよう財務基盤に配慮する、⑤財政再生法制については、研究会の報

告があり、明年度国会に提出する、⑥公共工事の入札については、地方も襟を正して

対応してもらいたい、総務省と国土交通省で調整して年度内に考えを取りまとめると

の発言があった。 

 地方六団体を代表し、麻生・全国知事会会長からは、地方分権改革推進法が成立し

た後は、委員の人選が重要であり、地方の実態に理解のある人選をすること、交付税

の法定率を堅持し一般財源総額を確保すること、借入れの償還は、地方の借入れの償

還を優先すべき、公庫廃止後の新組織が安定的に運営できるよう資産を継承できるこ

とが重要であることなどを発言した。 

 なお、河内山・副会長からは、頑張る地方応援プログラムは、地方の実情を充分み
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て策定すること、固定資産税の償却資産の最低限度が堅持されたこと、合併市町村補

助金が補正で確保されたこと、再生法制については、病院や国保特別会計などを指標

化することは必ずしも地方自治体の財政状況を図ることにはならないので配慮を要す

ること等について発言した。 

[財政部] 

========================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 今週の動き 12 月 18 日－12 月 24 日 ◆◇◆ 

≪12 月 20 日（水）16:30≫ 

「全国基地協議会・防衛施設周辺整備全国協議会正副会長会議」を開催。平成 19 年

度基地関係予算対策等について協議予定。正副会長会議終了後、自民党国防三部会に

おいて要望陳述予定。 

[社会文教部] 

========================================================================== 

◆◇◆ 国の会議等の動き 12 月 11 日－12 月 24 日 ◆◇◆ 

≪12 月 11 日（月）≫ 

「中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会家電リサイクル制度評価検討小委員会、

産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルＷＧ

合同会合（第５回）」において、家電リサイクル制度の実態に関する調査の報告及び同

調査結果を踏まえた論点について審議が行われた。 

本会から委員として石川・稲城市長（本会社会文教委員長）が参画している。 

[社会文教部] 

 

≪12 月 14 日（木）≫ 

「中央環境審議会循環型社会計画部会（第 31 回）」において、循環型社会形成推進

基本計画の進捗状況の第３回点検結果報告書構成案等について審議が行われた。 

本会から委員として倉田・池田市長（本会廃棄物処理対策特別委員長）が参画して

いる。 

[社会文教部] 

 

≪12 月 15 日（金）≫ 

「中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会容器包装の３Ｒ推進に関する小委員会、

産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会容器包装リサイクルＷＧ合同会

合（第１回）」において、事業者から市町村への資金拠出制度及び平成 19 年度財団法

人日本容器包装リサイクル協会の事業計画等について審議が行われた。 

本会から委員として倉田・池田市長（本会廃棄物処理対策特別委員長）が参画して
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いる。 

[社会文教部] 

 

≪12 月 15 日（金）≫ 

「社会保障審議会介護給付費分科会介護施設等の在り方に関する委員会（第２

回）」において、①高齢者の住まいの状況について、②諸外国の施設・住まいの状況

について審議が行われた。 

本会から委員として喜多・守口市長（本会介護保険対策特別委員長）が参画してい

る。 

[社会文教部] 

 

≪12 月 15 日（金）≫ 

「保険者による健診・保健指導の円滑な実施方策に関する検討会（第３回）」におい

て、市町村国保における健診・保健指導の実施形態等について審議が行われ、本会

から委員として河内山・柳井市長（本会国民健康保険対策特別委員長）が出席した。 

[社会文教部] 

 

≪12 月 20 日（水）10：00≫ 

「中央環境審議会総合政策部会（第 41 回）」において、第３次環境基本計画の点検

の進め方について審議予定。 

[社会文教部] 

========================================================================== 

◆◇◆ 市長の選挙 ◆◇◆ 

（選挙日） （ 市 名 ） （ 市 長 名 ） （ ふ り が な ） （ 当 選 回 数 ）

12 月 17 日 千 葉 県 八 千 代 市 豊 田 俊 郎  再 選

12 月 17 日 愛 知 県 犬 山 市 田 中 志 典 たなかゆきのり 新任（12 月 17 日就任）

1 2 月 2 4 日 熊 本 県 荒 尾 市 前 畑 淳 治  再選（12 月 17 日無投票）

 

注）新任の日付は、任期起算日であります。 

新任市長名につきましては、字体の変更がある場合もあります。 

 [総務部] 

=========================================================================== 

◆◇◆ 市長の退任 ◆◇◆ 

（ 退 任 日 ）  （ 市 名 ）  （ 市 長 名 ） 

1 2 月 1 2 日  滋 賀 県 近 江 八 幡 市  川 端  五 兵  

 [総務部] 
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=========================================================================== 

◆ ◇◆ 全国市長会行事予定４週間分・12 月 18 日～１月 12 日 ◆◇◆ 

 （月日） （時間） （ 会 議 名 ） （ 場 所 ） （ 所 管 ）

1 2 月 2 0 日 1 6 : 3 0 全国基地協議会・防衛施設周辺整備全国協議会正副会長会議 全国都市会館・第３会議室 社 会 文 教 部

1 2 月 2 2 日 １２：００ 地 方 分 権 推 進 戦 略 会 議  全国都市会館・正副会長室 行政部・企画調整室

12 月 22 日 １３：００ 理 事 会 全国都市会館・大ホール 企画調整室

  

[企画調整室] 

=========================================================================== 

◆◇◆ 全国都市数 平成 18 年 12 月 19 日現在 ◆◇◆ 

＝ ８０２ 都市 ＝ 

政 令 指 定 都 市   15  

中 核 市   37  

特 例 市   39  

一 般 市  688  

特 別 区   23  

 

 [調査広報部] 

========================================================================== 
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